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○国立大学法人上越教育大学工事関連事務取扱細則

（平成16年４月１日細則第16号）

最終改正 平成25年３月22日細則第12号

（趣旨）

第１条 国立大学法人上越教育大学（以下「本法人」という。）における工事に係る入札

手続き及び公表手続きその他工事関連事務の取扱いについては，国立大学法人上越教育

大学会計規則（平成16年規則第16号。以下「会計規則」という。）及び国立大学法人上

越教育大学契約事務取扱規程（平成16年規程第62号。以下「取扱規程」という。）その

他の法令又はこれらに基づく別段の定めがある場合を除くほか，この細則の定めるとこ

ろによる。

（建設等工事発注情報の公表）

第２条 本法人における建設等工事発注情報の公表については，工事に係る発注の見通し

に関する事項の公表について（文教施設部長通知13文科施第５号平成13年４月６日）の

規定を準用する。この場合において，同規定中，「支出負担行為担当官」とあるのは

「調達役」と読み替えるものとする。ただし，同規定中，記４については，調達役が認

めた場合，一部を適用しないものとする。

（一般競争参加者の資格制限）

第３条 一般競争参加者の資格制限については，一般競争参加者の資格制限（文部科学大

臣決定平成13年１月６日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「予算決

算及び会計令」とあるのは「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（指名競争参加者の資格）

第４条 指名競争参加者の資格については，指名競争参加者の資格（文部科学大臣決定平

成13年１月６日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及び会

計令」とあるのは「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（指名基準）

第５条 指名基準については，指名基準（文部科学大臣決定平成13年１月６日）の規定を

準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及び会計令」とあるのは「会計規

則その他関係規則」と読み替えるものとする。ただし，同規定中，第８条については，

適用しないものとする。

（特別の事情がある場合における指名競争参加者の資格）

第６条 特別の事情がある場合における指名競争参加者の資格については，特別な事情が

ある場合における指名競争参加者の資格（文部科学大臣決定平成13年１月６日）の規定

を準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及び会計令」とあるのは「会計

規則その他関係規則」と，「契約担当官等」とあるのは「調達役」と読み替えるものと

する。

（建設工事に係る一般競争参加資格等の取扱い）

第７条 建設工事に係る一般競争参加資格等の取扱いについては，建設工事に係る一般競

争参加資格等の取扱いについて（文教施設企画部長通知18文科施第629号平成19年３月
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26日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及び会計令」とあ

るのは「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（共同企業体等の取扱い）

第８条 共同企業体等の取扱いについては，共同企業体等の取扱いについて（文教施設部

長会計課長通知14文科施第252号平成14年11月15日）及び「共同企業体等の取扱いにつ

いて」の事務処理について（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知18施施企第63

号平成19年３月15日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及

び会計令」とあるのは「会計規則その他関係規則」と，「支出負担行為担当官」とある

のは「調達役」と読み替えるものとする。

（共同企業体に係る同種工事経験等の取扱い）

第９条 競争入札における共同企業体に係る同種工事経験等の取扱いについては，一般競

争入札方式等における共同企業体に係る同種工事経験等の取扱いについて（文教施設部

施設企画課監理室長通知13施施企第42号平成14年２月19日）の規定を準用する。

（指名停止の措置要領）

第１０条 本法人の工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領については，建設工事の

請負契約に係る指名停止等の措置要領について（文教施設企画部長通知17文科施第345

号平成18年１月20日），設計・コンサルティング業務の請負契約に係る指名停止等の取

扱いについて（文教施設企画部長通知17文科施第346号平成18年１月20日）及び建設工

事及び設計・コンサルティング業務における違約金に関する条項について（文教施設企

画部長通知17文科施第347号平成18年１月20日）の規定を準用する。この場合において，

同規定中，「支出負担行為担当官」とあるのは「調達役」と読み替えるものとする。

（競争参加資格及び基準等に関する情報の公表）

第１１条 本法人の工事に係る競争参加資格及び基準等に関する情報の公表については，

工事に係る競争参加資格及び基準等に関する事項の公表について（文教施設部長通知13

文科施第63号平成13年５月31日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，

「予算決算及び会計令」及び「文部科学省発注工事請負等契約規則」とあるのは，それ

ぞれ「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（設計・コンサルティング業務）

第１２条 本法人の工事に係る設計・コンサルティング業務で会計規則第43条第１号及び

取扱規程第10条第５号の規定により随意契約を適用する場合は，次の各号に掲げるとお

りとする。

(1) 一件につき予定価格が45万ＳＤＲ（邦貨換算額については，財務省告示により財務

大臣が定めた額。以下同じ。）以上の業務は公募型プロポ－ザル方式によるものとす

る。

(2) 一件につき予定価格が5,000万円以上45万ＳＤＲ未満の業務は簡易公募型プロポ－

ザル方式によるものとする。

(3) 一件につき予定価格が5,000万円未満の業務は標準型プロポ－ザル方式によるもの

とする。ただし，予定価格が500万円未満の業務は技術提案書の提出を求めることな

く，業務を発注する者として技術的に最適な者を特定することができるものとする。

（公募型及び簡易公募型プロポ－ザル方式の実施規程の準用）
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第１３条 公募型及び簡易公募型プロポ－ザル方式の実施に係る本規程の運用において

は，公募型及び簡易公募型プロポ－ザル方式の実施について（文教施設部長通知文施指

第174号平成11年３月31日），簡易公募型プロポ－ザル方式（拡大）の試行について（文

教施設企画部長通知19文科施第220号平成19年９月19日）及び簡易公募型プロポ－ザル

方式（拡大）の手続きについて（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知19施施企

第19号平成19年９月19日）の規定を準用する。

（標準型プロポ－ザル方式の実施規程等の準用）

第１４条 標準型プロポ－ザル方式の実施に係る本規程の運用においては，標準型プロポ

－ザル方式の実施について（文教施設部長通知文施指第173号平成11年３月31日）の規

定を準用する。この場合において，同規定中，「契約担当官等」とあるのは「調達役」

と読み替えるものとする。

（プロポ－ザル方式の手続）

第１５条 プロポ－ザル方式に基づく建設コンサルタント等の特定手続については，プロ

ポ－ザル方式の手続について（文教施設部指導課監理室長通知11施指第20号平成11年３

月31日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「契約担当官等」及び「支

出負担行為担当官」とあるのは，それぞれ「調達役」と読み替えるものとする。

（一般競争入札）

第１６条 本法人の工事における一般競争入札の手続きは，一般競争入札方式の実施につ

いて（文教施設部長通知文施指第70号平成６年８月１日），一般競争入札方式の手続に

ついて（文教施設部指導課監理室長通知７施指第27号平成７年５月22日），一般競争入

札方式の拡大について（文教施設企画部長通知17文科施第351号平成18年１月24日）及

び一般競争入札方式の拡大に伴う手続きについて（文教施設企画部施設企画課契約情報

室長通知17施施企第22号平成18年１月30日）の規定を準用する。この場合において，同

規定中，「予算決算及び会計令」とあるのは「会計規則その他関係規則」と，「契約担

当官等」及び「支出負担行為担当官」とあるのは，それぞれ「調達役」と読み替えるも

のとする。

（指名競争入札）

第１７条 本法人の工事の請負契約で会計規則第42条第２号及び取扱規程第８条第３号の

規定により指名競争に付す場合で，地形地質条件，施行条件等の施工上の技術的特性を

勘案して調達役等が必要と認める場合は，工事希望型競争によるものとする。

（工事希望型競争の実施規定の準用）

第１８条 工事希望型競争の実施に係る本規程の運用においては，工事希望型競争入札方

式の実施について（文教施設企画部長通知17文科施第352号平成18年１月24日）の規定

を準用する。この場合において，同規定中，「支出負担行為担当官」とあるのは「調達

役」と読み替えるものとする。

（総合評価落札方式）

第１９条 本法人の工事の入札に係る総合評価落札の運用については，総合評価落札方式

の実施について（文教施設企画部長通知17文科施第13号平成17年４月12日），総合評価

落札方式の実施に伴う手続きについて（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知17

施施企第20号平成18年１月24日），簡易型総合評価落札方式の実施に伴う手続きについ
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て（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知17施施企第21号平成18年１月24日）及

び工事に関する入札に係る総合評価落札方式の性能等の評価方法について（文教施設企

画部施設企画課契約情報室長通知17施施企第23号平成18年２月１日）の規定を準用する。

この場合において，同規定中，「支出負担行為担当官」とあるのは「調達役」と読み替

えるものとする。

（入札執行回数）

第２０条 本法人の工事における入札執行回数については，文教施設整備事業における入

札執行回数について（文教施設部指導課監理室長通知９施指第16号平成９年３月31日）

の規定を準用する。この場合において，同規定中，「予算決算及び会計令」とあるのは

「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（工事及び設計・コンサルティング業務における入札及び契約の過程，内容等に関する

情報の公表）

第２１条 本法人の工事及び設計・コンサルティング業務における入札及び契約の過程，

内容等に関する情報の公表については，工事における入札及び契約の過程並びに契約の

内容等に関する情報の公表について（文教施設企画部長会計課長通知19文科施第223号

平成19年９月19日）及び設計・コンサルティング業務における入札及び契約の過程並び

に契約の内容等に関する情報の公表について（文教施設企画部長会計課長通知19文科施

第224号平成19年９月19日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「会計

法」及び「予算決算会計令」とあるのは，それぞれ「会計規則その他関係規則」と，「契

約担当官等」とあるのは「調達役」と，「官職」とあるのは「役職」と読み替えるもの

とする。

（契約保証金の額）

第２２条 本法人の工事における一般競争入札の契約保証金の額については，一般競争入

札対象工事における契約保証金について（文教施設部長通知13文科施第327号平成13年

12月27日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「文部科学省発注工事請

負等契約規則」とあるのは「会計規則その他関係規則」と読み替えるものとする。

（工事関係保険）

第２３条 調達役が工事請負契約を締結するとき，請負者に工事目的物，工事材料又は貸

与品について生じた損害その他工事の施工に関して生じた損害を保険によっててん補す

るために火災保険，建設工事保険等の付保を求めるときの取扱いについては，工事関係

保険について（文教施設部長通知文施指第49号平成12年３月31日）の規定を準用する。

この場合において，同規定中，「契約担当官」とあるのは「調達役」と読み替えるもの

とする。

（適正な施工体制の確保等）

第２４条 工事現場における適正な施工体制の確保等の運用においては，工事現場におけ

る適正な施工体制の確保等について（文教施設部長通知13文科施第62号平成13年５月31

日）及び工事現場における施工体制の点検要領の運用について（監理室長通知13施施企

第34号平成14年１月24日）の規定を準用する。この場合において，同規定中，「契約担

当官」とあるのは「調達役」と読み替えるものとする。

（工事及び設計業務成績評定）
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第２５条 工事及び設計業務成績評定については，工事成績評定要領の改正について（文

教施設企画部長通知19文科施第370号平成20年１月17日），設計業務成績評定要領の制

定について（文教施設企画部長通知19文科施第369号平成20年１月17日），工事成績評

定実施規程について（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知19施施企第27号平成

20年１月17日）及び設計業務成績評定実施規程について（文教施設企画部施設企画課契

約情報室長通知19施施企第28号平成20年１月17日）の規定を準用する。この場合におい

て，同規定中，「文部科学省発注工事請負等契約規則」とあるのは「会計規則その他関

係規則」と，「支出負担行為担当官」とあるのは「調達役」と読み替えるものとする。

（低価格受注による工事の品質低下の防止）

第２６条 本法人の工事における一般競争入札の極端な低入札者に対する重点的な調査に

ついては，原則として，低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の試行につい

て（文教施設企画部長通知20文科施第8045号平成21年３月31日）の規定を準用する。こ

の場合において，同規定中，「文部科学省発注工事請負等契約規則」とあるのは「会計

規則その他関係規則」と，「支出負担行為担当官」とあるのは「調達役」と読み替える

ものとする。

（その他）

第２７条 この細則に定めるもののほか，この細則の実施に関し必要な事項は，学長が別

に定める。

附 則

この細則は，平成16年４月１日から施行する。

附 則（平成18年細則第10号（平成18年３月31日））

この細則は，平成18年４月１日から施行する。

附 則（平成20年細則第18号（平成20年３月31日））

この細則は，平成20年４月１日から施行する。

附 則（平成25年細則第12号（平成25年３月22日））

この細則は，平成25年４月１日から施行する。


